
令和元年度 地域活性化総合特別区域評価書 

作成主体の名称：秋田県 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

レアメタル等リサイクル資源特区

２ 総合特区計画の状況 

①総合特区計画の概要

家電等金属系使用済製品のリサイクル推進により、レアメタル等金属資源供給基地の

形成、県内リサイクル関連産業の振興、雇用創出及び県内経済の活性化、国内金属資源

の安定確保、資源循環型社会の構築等を図るため、規制の特例措置や財政・金融上の支

援措置等を活用しながら、廃棄物の広域移動や効率的リサイクルの推進のほか、排出自

治体等の処分コストや環境負荷の低減、トレーサビリティの確保、循環型社会形成の意

識の向上に係る取組を行っていく。 

②総合特区計画の目指す目標

ア 家電等金属系使用済製品のリサイクル推進によるレアメタル等金属リサイクル資

源供給基地の形成 

イ 金属資源の県内への集約と金属資源供給能力向上による県内リサイクル関連産業

の振興及び県内における関連産業の雇用創出による県内経済の活性化 

ウ 国内金属資源の安定確保

エ 資源循環型社会の構築

オ 家電等金属系使用済製品の国内における適正リサイクル量の増加

カ 静脈産業への新規参入及び物流システムの活性化による経済社会の活力の向上及

び持続的発展の実現 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期

平成２３年１２月２２日指定

平成２４年 ９月２０日認定（平成２９年 ３月２７日最終認定）

④前年度の評価結果

平成３０年度評価結果（総合特区事後評価）

レアメタル等リサイクル資源特区：評価結果【グリーン分野 4.5 点】（5.0 点が満点） 

・ 従来の実績をベースに、環境省のリサイクルシステム統合強化事業を活用して今

後発生する廃太陽光パネルリサイクルへの準備を進めるなど、着実な進展が認めら

れる。 

・ 県独自の補助制度等による取り組みも充実している。

・ 評価指標(1)「環境・リサイクル関連企業の製造品出荷額」の出荷額指標が目標値

を大きく上回り着実に積み上げている中、評価指標(2)「家電等金属系使用済み製品

の搬入量」は目標値を下回っているが、今後の目標達成に向け、要因の分析や今後

の見通しへの考察等、着実な進行管理が期待される。 
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・ 人口減少社会やグローバル化が進行する中、小型家電や太陽光発電モジュール等

を含めた金属系使用済み製品において、広域収集や一体処理などのリサイクルシス

テム効率化を図る取り組みは、今後の地域活性化、持続可能な住民サービス、地域

循環共生圏形成の観点からますます重要であり、金属リサイクル資源供給基地の安

定的な構築を目指してほしい。 

⑤本年度の評価に際して考慮すべき事項

製造メーカが所在する国の輸出規制や、アジアのマーケットへの廃基板の流通量が減

少したことなどの影響もあり、リサイクル量に増減はあるが、計画全体としては概ね順

調に推移している。 

なお本年度においては、新型コロナウイルスの影響はほとんど見られない。 

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標

評価指標（１）：環境・リサイクル関連企業の製造品出荷額［進捗度 141%］

数値目標（１）：147億円（H27.3）→ 247 億円（R4.3末）

[令和元年度目標値 223億円、令和元年度実績値 313.35億円、進捗

度 141%] 

評価指標（２）：特区に搬入されたリサイクル対象となる家電等金属系使用済製品（廃 

 基板等の副産物を含む）の搬入量（国内、アジア地域）［進捗度 90%］ 

数値目標（２）：4,445t/年（H25.3）→ 8,700t/年（R4.3末） 

[令和元年度目標値 7,900t、令和元年度実績値 7,087t、進捗度 90%] 

②寄与度の考え方

該当なし

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋

国内やアジアから家電等金属系使用済製品を本県に集約することにより、レアメタル

等金属資源の供給基地の形成及び県内のリサイクル産業の振興等を目標としている。 

総合特区の支援制度を活用したリサイクル事業者等の潜在的な金属資源のリサイクル

に係る調査や実証試験、県独自の補助事業や一般廃棄物リサイクルに関する調査等によ

り、新たな金属資源リサイクルの振興及び回収量の増加が見込まれる。 

これらの事業を官民一体で推進し、目標の達成を目指す。 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２）

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

①特定地域活性化事業

該当なし

家電等金属系使用済製品のリサイクル推進にあたっては、廃棄物処理法の規制緩和
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が必要であったが、平成２５年４月１日より使用済小型電子機器等の再資源化の促進

に関する法律（以下「小型家電リサイクル法」という。）が施行され、多くの課題が解

決されたことから、当面は更なる規制の特例措置はなくなった。 

②一般地域活性化事業

②－１ 産業廃棄物管理票(マニフェスト)の送付期限緩和（廃棄物処理法）

ア 事業の概要

家電等金属系使用済製品のリサイクル推進にあたっては、他の産業廃棄物と分別、

保管することが必要となり、生活環境保全上の支障が生じない範囲で送付期限を過

ぎての家電等金属系使用済製品の保管を可能とするように規制の特例措置が協議・

検討された。 

イ 評価対象年度における規制の活用状況と目標達成への寄与

自治体の運用により、送付期限を越えての金属系使用済製品の保管が可能である

との見解が示されたが、現状では、本県のリサイクル事業者において、円滑な処理

ができていることから、送付期限内での処理に支障は生じていない。 

今後も、リサイクル事業者のニーズを把握しながら、必要に応じ運用方針等につ

いて、検討を行っていくこととする。 

③規制の特例措置の提案

現在は、現行法令の範囲で対応ができているため、今後の進捗に応じ提案を検討していく。

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

①財政支援：評価対象年度における事業件数 ０件

＜調整費を活用した事業＞ 

該当なし 

＜既存の補助制度等による対応が可能となった事業＞ 

①－１ 廃太陽光発電パネルの広域収集網の構築に係るモデル事業（環境省：リサイク

ルシステム統合強化による循環資源利用高度化促進業務）（２９年度要望結果：現

行制度で対応可能） 

ア 事業の概要

本県が東日本の廃太陽光発電システムのリサイクル拠点となることを目指して、

東北地域収集拠点の構築による広域収集網の操業試験を実施するとともに、今後想

定される大量の廃太陽光発電パネル発生に対応できるリサイクルネットワークの構

築を図る。また、廃太陽光発電パネルに含有される銀の再生資源としての利用可能

性についても検討する。 

イ 評価対象年度における財政支援の活用状況と目標達成への寄与

当該年度は、これまでの試験・調査結果をもとに、県独自事業としてリサイクル

拠点化に向けた検討を行った。 

なお、可能性について検討を行っている段階であり、目標達成への寄与は少ない

と判断される。 

ウ 将来の自立に向けた考え方
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本県を廃太陽光発電システムのリサイクル拠点とすべく、リサイクルシステムの構

築に向け、事業化を前提とした実証試験の実施を検討する。 

②税制支援：評価対象年度における適用件数 ０件

地域活性化総合特区を対象とする税制支援（特定新規中小会社が発行した株式を取得

した場合の課税の特例）が平成２９年度末で廃止されたことから、該当なし。 

③金融支援（利子補給金）：評価対象年度における新規契約件数 ０件

リサイクル産業の活性化に繋がる設備投資を計画・実施している事業者や銀行に対し

て、引き続き、金融支援の活用を働きかけていく。 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

県独自の補助制度により、リサイクル事業者の設備投資を支援したことで、県内のリサ

イクル産業の振興や雇用の創出に繋がった（製造品出荷額は 313.35億円(過去最高額)にな

り、補助金関連の雇用増加については、50 名に上っている）。 

また、県内事業所から排出される事業系小型家電や廃基板等の処理状況及び効率的な回

収・リサイクルのあり方について調査・検討を行い、回収ニーズが存在することを確認し

た。 

引き続き、潜在的な資源のリサイクルを図るため、調査・検討を進めていく。 

７ 総合評価 

総合特区の財政・金融支援制度の活用、県独自の補助事業、官民が連携した取組及び県

内全域へのリサイクル意識の浸透等により、本特区の取組は順調に進捗してきている。 

令和２年度以降も引き続き、総合特区の支援制度及び県独自の調査、補助事業等を活用

し、潜在的な金属資源のリサイクルを推進するとともに、事業者の設備投資や研究開発を

支援することで、金属資源の供給基地の形成及びリサイクル産業の振興等の目標達成を目

指していく。 
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成26年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 199億円 211億円 223億円 235億円 247億円

実績値 147.13億円 286.76億円 293.63億円 313.35億円 － －

進捗度（％） 144% 139% 141% － －

［左記に対する取組状況等］

寄与度(※)：100（％）

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

※従前の評価指標は達成されたことから、新たな評価指標を設定した。
本特区の目標である、レアメタル等資源の集約及び供給基地の形成等を図るためには、環境・リサイクル産業の創出・育成及び集積促進が不可分
であることから、秋田県内の環境リサイクル関連対象企業の製造品出荷額を評価指標とすることとした。令和4年度以降の目標値は未設定である
（決定していない）。

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

・本特区の目標達成のため、秋田県内の環境・リサイクル関連企業の製造品出荷額を評価指標とし、令和元年度の製造品出荷額を223億円とした。
・本特区では、数値目標を達成するため、リサイクル事業の創出・拡大に向けた事業者の取組に対し、県独自の補助制度や、特区制度における財
政・金融支援事業等により支援していく。
・廃棄物処理法の一部規制緩和が実現した「小型家電リサイクル法」への取組を全県域で推進していくとともに、リサイクルの進んでいない金属資源
を含む廃棄物や、今後廃棄量が増加すると見込まれる金属系使用済製品等、未利用資源の新たな取り込みを目指し、技術開発及び社会システム
の構築に向けた調査・検討を、事業者等と連携しながら行っていく。

数値目標（１）
147億円/年(H27.3)
→247億円/年(R4.3)

現地調査なし

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

平成13年度から平成27年度までの県内の環境・リサイクル関連対象企業の製造品出荷額は、年間11.4億円の増加傾向であり、海外からの原料調達
や地域内ビジネスの創出・育成等を推進することで、それを上回る年間12億円の増加を目標とする。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

・数値目標では、製造品出荷額が313.35億円（進捗度141％）となり、目標値である223億円を達成することができた。
・県では、環境・エネルギー型企業、資源素材型企業の設備投資・研究開発等に対して、補助金を交付し、環境・リサイクル関連事業の創出・拡大に
向けた様々な取組を支援してきた。令和元年度に補助金を交付した企業の雇用者増加人員は50名である。
・企業訪問等により、リサイクル事業者のニーズを把握し、独自の補助制度や特区制度による財政・金融支援事業により、引き続き、県内のリサイク
ル事業者等の様々な取組を支援していく。

外部要因等特記事項

評価指標（１）
環境・リサイクル関
連企業の製造品出

荷額

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

［指摘事項］
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成24年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 7,100t 7,500t 7,900t 8,300t 8,700t

実績値 4,445t 8,640t 7,356t 7,087t － －

進捗度（％） 122% 98% 90% － －

［左記に対する取組状況等］

寄与度(※)：100（％）

代替指標の考え方または定性的
評価
※数値目標の実績に代えて代替
指標または定性的な評価を用い
る場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

・本特区の目標である、レアメタル等資源の集約及び供給基地の形成等のため、金属系使用済製品の本県への受入量拡大を図る必要があることから、令
和元年度末までにリサイクル対象となる金属系使用済製品を国内、アジア地域から7,900トン/年、受け入れることを数値目標とする。
・本特区では、数値目標を達成するため、事業者と連携し、経済発展により排出量の増加が見込まれるアジア地域からの取り込みを強化するほか、今後
廃棄量の増加が見込まれる金属系使用済製品のリサイクル拠点を目指し取り組んでいく。

また、リサイクル事業の創出・拡大に向けた事業者の取組に対し、県独自の補助制度や、特区制度における財政・金融支援事業等により支援していく。

数値目標（２）
 4,445t/年(H25.3)

→8,700t/年(R4.3)

現地調査なし

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理の
方法等

・本県では、リサイクル制度や技術が不十分なアジア地域に対して、事業者と連携し、資源循環システムの構築に協力しており、回収された廃基板等のリ
サイクル原料は本県で受け入れ、その量は増加傾向にある。また、レアメタル等を含む多種多様な金属を回収できる、本県リサイクル事業者の強みを活か
し、国内においても廃基板等のリサイクル原料の受け入れを進めている。
・本特区では、事業者のリサイクル事業の創出・拡大に向けた取組に対し、補助金（設備投資・研究開発等）の交付や、事業者と連携した調査・検討等を行
うことにより支援していることから、取組の成果を図る上で、国内・アジア地域からの金属系使用済製品の搬入量を評価指標として設定した。
・数値目標については、これまでの取組を今後も着実に進めていくことにより搬入量も増加すると考え、平成24年度から平成25年度の増加分約400トンを毎
年度増加させていくこととして設定した。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

・令和元年度の搬入量は7,087トン（進捗度90%）となり、目標値である7,900トンを下回った。前年度と比較して、国内からの搬入量は約180トン増加し、アジ
ア地域からの搬入量が約450トン減少した。
・国内搬入量は、他国の輸出規制等の影響により国内マーケットに廃基板等が増えた影響の結果である。一方でコスト面で採算性が厳しい基板の回収を
控えたため、微増となっている。
・アジア地域の搬入量は、製造メーカが所在する国の輸出規制によるものや、アジアのマーケットへの廃基板の流通量が減少したことなどが影響した結果
である。しかしながら、アジア地域は、今後も環境・リサイクル産業の発展を期待できるため、県独自の助成事業及び特区制度の財政・金融支援事業によ
り、リサイクル事業の拡大及び創出を図り、グローバルな資源確保を、引き続き支援していく。
・小型家電等の回収量は増加しており、官民連携した啓発活動により県民の制度理解が向上した結果と考えられる。今後も引き続き、啓発活動を行ってい
くとともに、市町村と連携し、回収率の向上等に向けた検討を行っていく。また、事業系小型家電等の回収についても検討を行っていく。
・廃太陽光パネルの広域収集網の構築に係る操業試験を実施するとともに、含有する銀の再生資源としての利用可能性についても検討した。今後も、本
県が廃太陽光パネルのリサイクル拠点となることを目指して、これまでの試験や調査結果を整理するとともに、リサイクルネットワークを含むリサイクルシス
テムの構築に向けて事業化を検討していく。

外部要因等特記事項

評価指標（２）
特区に搬入された
リサイクル対象とな
る家電等金属系使
用済製品（廃基板
等の副産物を含
む）の搬入量（国
内、アジア地域）

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

［指摘事項］
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別紙１－２

■目標達成に向けた実施スケジュール
特区名：レアメタル等リサイクル資源特区

年

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

全体 総合特区の進行管理

レアメタル等リサイクル資源特区地域協議会

財政支援事業の実施

金融支援事業の実施

地域独自の取組

事業１ レアメタル等リサイクル資源特区地域協議会

○協議会の開催 ●（第８回）自治体、関連企業が連携し、小型家電リサイクル回収量の増加や新たな事業の掘り起こしについて、協議を行った。

事業２ 財政支援事業

○廃太陽光発電パネルの広域収集網の連携に係るモデル事業

・財政支援措置要望 ●要望 ⇒ 公募採択（環境省：ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ統合 ●要望 ⇒ 公募採択（環境省：ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ統合

強化による循環資源利用高度化促進業務） 強化による循環資源利用高度化促進業務）

・実証試験等 ●広域収集網の操業試験 ●広域収集網の操業試験 ●廃太陽光パネルのリサイクル拠点となることを目指し、これまで実施した ●リサイクルシステムの構築に向け、事業化を前提とした実証試験の実施を検討する

廃太陽光発電パネルのガラスリサイクルの可能性調査 廃太陽光発電パネルに含まれる銀の再資源化可能性調査 試験や調査の結果を整理し、広域収集網を活用したリサイクルの事業化を検討 ⇒ 環境省事業の活用を検討

（令和2年度脱炭素型金属リサイクルシステムの早期社会実装化に向けた実証事業）

事業３ 金融支援事業の実施

○金融支援事業の活用に向けた取組 ●計画認定 ●関係者への制度ＰＲ、関係機関と連携した ●関係者への制度ＰＲ、関係機関と連携した設備投資等を ●関係者への制度ＰＲ、関係機関と連携した設備投資等を ●関係者への制度ＰＲ、関係機関と連携した設備投資等を

 設備投資等を計画している事業者に対する 計画している事業者に対する制度活用の働きかけ ⇒ 申請（随時） 計画している事業者に対する制度活用の働きかけ ⇒ 申請（随時） 計画している事業者に対する制度活用の働きかけ ⇒ 申請（随時）

 制度活用の働きかけ ⇒ 申請（随時）

事業４ 地域独自の取組

○小型家電リサイクルの促進

・小型家電回収に係る取組状況調査 ●県内市町村における小型家電に係る取組状況を調査 ●県内市町村における小型家電に係る取組状況を調査（アンケート及びヒアリング調査）、

⇒ 市町村等へのヒアリング調査 また、全国都道府県向小型家電リサイクルに係るけアンケート調査も実施

⇒ 回収量を増加させるための方策を検討 ⇒ 先進地（市町村）事例視察

⇒ 特区地域協議会の開催にあわせて先進地（市町村）事例を内容とした講演を行った。

・事業系小型家電等の排出実態調査 ●県内事業所から発生する小型家電等の排出量等の調査 ⇒ 先進事例の調査。市町村、排出事業者への情報提供。

⇒ 回収・リサイクルの可能性について検討回収量を増加させるための方策を検討 ⇒ 県内市町村の小型家電の回収を促進する。

・みんなのメダルプロジェクト ●県内の市町村への参加促進の働きかけ継続 ●県内の市町村への参加促進の働きかけ継続(平成31.3月でメダルプロジェクト終了)

○事業系一般廃棄物の排出実態調査 ●県内の事業系一般廃棄物の排出実態調査

⇒ リサイクルの可能性及び事業化に向けた検討

○不燃系一般廃棄物の将来予測 ●県内の不燃系一般廃棄物の排出量予測調査

⇒ 不燃系一般廃棄物処理のあり方を検討

○プラスチックリサイクルの推進

●廃プラスチックマッチングセミナーの開催

⇒ 事例紹介と排出事業者と再生事業者の意見交換を実施

・事業系廃プラスチックの排出実態調査 ●事業系廃プラスチックの再資源化・処理状況について調査

⇒ 事業系廃プラスチックの処理状況を調査し、適正処理・再資源化のあり方を検討

○風力発電設備の再資源化等に向けた調査 ●風力発電設備の適正処理・再資源化に向けた調査

⇒ 風力発電設備の処分状況などを調査し、適正処理・再資源化のあり方を検討

○タイとのリサイクルビジネス推進事業 ●自動車メーカー等が、県内のリサイクル関連企業との協業により ●自動車メーカー等が、県内のリサイクル関連企業との協業によりタイ ●自動車メーカー等が、県内のリサイクル関連企業との協業によりタイで行うことを ●自動車メーカー等が、県内のリサイクル関連企業との協業によりタイで行うことを

タイで行うことを計画している自動車リサイクル事業の推進を支援 計画している自動車リサイクル事業について、引き続き情報収集  計画している自動車リサイクル事業について、情報収集を継続 計画している自動車リサイクル事業について、情報収集を継続

○普及啓発事業 ●住民を対象としたイベントの開催（県内）、 ●住民を対象としたイベントの開催（県内）、 ●住民を対象としたイベントの開催（県内）、 ●住民を対象としたイベントの開催（県内）、

事業者等を対象としたイベントへの出展（県外） 事業者等を対象としたイベントへの出展（県外） 事業者等を対象としたイベントへの出展（県外） 事業者等を対象としたイベントへの出展（県外）

○助成制度（補助金・融資）による事業者の支援

・環境調和型産業集積支援事業／補助金 ●審査会による交付決定（毎年度） ●審査会による交付決定（毎年度） ●審査会による交付決定（毎年度） ●審査会による交付決定（毎年度）

・あきた企業立地促進助成事業／補助金 ●審査会による補助対象事業者の指定（随時） ●審査会による補助対象事業者の指定（随時） ●審査会による補助対象事業者の指定（随時） ●審査会による補助対象事業者の指定（随時）

・新事業展開資金（事業革新制度）／融資 ●審査会による融資対象事業者の指定（随時） ●審査会による融資対象事業者の指定（随時） ●審査会による融資対象事業者の指定（随時） ●審査会による融資対象事業者の指定（随時）

・がんばる中小企業応援事業／補助金 ●審査会による補助対象事業者の認定（随時）

・はばたく中小企業投資促進事業／補助金 ●審査会による補助対象事業者の認定（随時） ●審査会による補助対象事業者の認定（随時） ●審査会による補助対象事業者の認定（随時）

注１）工程表の作成に当たっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行った上で提出すること。
注２）特に翌年度の工程部分については詳細に記載すること。

H29 H30 R01 R02 R03
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別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定（国際戦略／地域活性化）事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

【該当なし】

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□ 特例措置の効果が認められる
□ 特例措置の効果が認められない

⇒□要件の見直しの必要性あり
□ その他

＜特記事項＞

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

【該当なし】

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）

【該当なし】

現地調査なし
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別紙３

■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの）

事業名 関連する数値目標 年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 累計 備考

108,310 0 0 0 0 0 0 0 108,310

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

72,206 0 0 0 0 0 0 0 72,206

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

72,206 0 0 0 0 0 0 0 72,206

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 14,925 0 0 0 0 0 14,925

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 7,128 0 0 0 0 0 7,128

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 7,128 0 0 0 0 0 7,128

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 15,000 9,991 7,000 5,000 0 36,991

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 15,000 9,991 7,000 5,000 0 36,991

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 15,000 9,991 5,000 0 29,991

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

財政支援措置の状況

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

総事業費(a+b)

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

総事業費(a+b)

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

総事業費(a+b)

使用済小型家電プ
ラスチックの高度
選別による新型雨
水貯留槽の製品化
事業

数値目標（１）
数値目標（２）

補助制度等所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：
特区調整費の活用：無

太陽光発電システ
ムの広域リサイク
ルネットワーク構
築事業

数値目標（１）
数値目標（２）

補助制度等所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：
特区調整費の活用：無

廃太陽光発電パネ
ルの広域収集網の
構築に係るモデル
事業

数値目標（１）
数値目標（２）

補助制度等所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：163
特区調整費の活用：無
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別紙３

0 0 0 9,989 0 0 0 0 9,989

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 9,826 0 0 0 0 9,826

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 1 0 0 0 0 1

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 9,827 0 0 0 0 9,827

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 29,000 0 0 0 0 29,000

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 29,000 0 0 0 0 29,000

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 29,000 0 0 0 0 29,000

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 58,000 0 0 0 0 58,000

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

税制支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 累計 備考

税制支援① 【該当なし】 件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・現時点で、現在の特区の取組の中での活用は
予定していない。今後、地域協議会の中で要望
などがあれば、必要な税制支援制度の創設等に
ついて提案していく。

金融支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 累計 備考

レアメタル等リサイク
ル推進事業（地域活性
化総合特区支援利子補
給金）

数値目標（１）
数値目標（２）

新規契約件数 0 0 0 0 1 0 0 0 1

・令和元年度は、利子補給金の活用実績がな
かった。引き続き、本県でリサイクル事業に関
する設備投資を計画・実施している事業者や銀
行に対し、活用の働きかけを行う。

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
現地調査なし

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

総事業費(a+b)

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

自治体予算(b)
（実績）

総事業費(a+b)

官民共同による資
源の循環的利用・
低炭素化事業

数値目標（１）
数値目標（２）

補助制度等所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：
特区調整費の活用：無

複数樹脂同時選別
設備導入事業

数値目標（１）
数値目標（２）

補助制度等所管府省名：環境省
対応方針の整理番号：
特区調整費の活用：無
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別紙４

■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

がんばる中小企業応援事業
（環境・エネルギー型、資源
素材型）／補助金

数値目標（１）
数値目標（２）

秋田県

税制支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

資源リサイクル関連産業にお
ける不動産取得税の課税免除

数値目標（１）
数値目標（２）

【非公表】

・本県の補助制度と併せ、要件を満たす設備投資等に税制面
でも優遇することにより、企業の投資活動が促進され、県内
経済の活性化に繋がることから、設備投資等を計画している
事業者に対し、補助制度も含めＰＲを行っていく。

秋田県

資源リサイクル関連産業にお
ける固定資産税の課税免除

数値目標（１）
数値目標（２）

【非公表】

・本県の補助制度と併せ、要件を満たす設備投資等に税制面
でも優遇することにより、企業の投資活動が促進され、県内
経済の活性化に繋がることから、設備投資等を計画している
事業者に対し、補助制度も含めＰＲを行っていく。

秋田県内
１２市町村

金融支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

新事業展開資金（事業革新制
度）／中小企業向け融資

数値目標（１）
数値目標（２）

平成23～令和元年度は融資実績なし

・ここ数年実績がないため、設備投資等の環境・リサイクル
事業に取り組もうと考えている中小企業に対し、融資制度の
ＰＲを行っていく。 秋田県

環境調和型産業集積支援事業
／補助金

数値目標（１）
数値目標（２）

令和元年度総事業費：124,119千円
（内訳:自治体39,597千円/民間84,522円）

当該年度は、次の事業に対し支援を行った。
新たな設備投資等が促進され、本県における環境・リサイク
ル産業の振興及びリサイクル製品の普及に繋がった。
＜補助対象事業（ 7件）＞
・プラスチックリサイクル高度化設備緊急導入事業
・木材・廃プラスチック廃材を原料とした製品の生産拡大に
伴う設備増強事業
・フライアッシュ混合コンクリート製品製造のための設備設
置事業 ほか

秋田県

あきた企業立地促進助成事業
（環境・エネルギー型、資源
素材型）／補助金

数値目標（１）
数値目標（２）

令和元年度総事業費：1,137,530千円
(内訳：自治体136,592千円/民間1,000,938千円)

当該年度は、次の事業に対し支援を行った。
雇用案件では計66名の雇用を支援したほか、設備投資案件で
は50名の雇用が創出された。
＜新規雇用案件（ 4件）＞
・使用済超硬工具等からのタングステンカーバイト増産事業
・金属資源リサイクル事業
・石炭灰リサイクル資材の製造販売事業 ほか
＜設備投資案件（ 1件）＞
・第三工場設立事業

秋田県

令和元年度総事業費：244,957千円
（内訳：自治体11,250千円／民間233,707千円）

当該年度は、次の事業に対し支援を行った。
雇用案件では計45名分の雇用を支援した。
＜新規雇用案件（ 5件）＞
・亜鉛合金２種ボール等製造設備設置事業
・金属資源リサイクル事業
・複数樹脂同時選別設備導入事業 ほか
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別紙４

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

【該当なし】

規制強化
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

【該当なし】

その他
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

【該当なし】

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

・県と市町村が連携して環境・リサイクル関連産業の支援等を行うことを目的に、県及び市町村の産業・環境担当を集め会議を開催し、リサイクルに
係る県の取組の説明や小型家電等、プラスチックリサイクルに関する講演、意見交換を行った。今後、小型家電等の回収率の向上等について検討を更
に進めていくこととなった。
・県内事業者における事業系小型家電等の処理状況及び効率的な回収・リサイクルのあり方について調査・検討を行い、回収ニーズを確認した。
・本県の資源リサイクルに係る取組について、広く周知を図るために、県内外のイベントに出展したところ、県の取組や事業者のリサイクル製品に関
する問い合わせが多数寄せられる等、本県の資源リサイクルに係る取組の認知度が向上した。

・イベントへの出展や施設見学の受入等を積極的に行い、資源リサイクルに関する意識の醸成を図った。

現地調査なし
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